
年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

新型コロナウイルスのまん延によるテレワークの増加や在宅勤務が推奨されていることに加え、感染防止対策として公共交通の利用を自粛されていること等から
公共交通利用者が減少している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

阪急石橋阪大前駅東口の飲食店街及び西口アーケード内については道路の景観
整備を行い、また拠点施設も完成したところ。今後はサンロードの整備や自転車
利用、東西のアクセス向上等について、地域とともに検討していく必要がある。

新型コロナウイルスの感染拡大の影響により目標値の
達成はできなかったが、市民意向調査では定住意向が
高まっていたことから有効的かつ効率的な事業であっ
た。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

令和３年度で本事業は終了するが（仮称）石橋まちづくり協議会を活用し、にぎ
わいの創出を図れるよう次期都市再生整備計画の策定に向けて検討を行う。

実績
（R３年度）

目標値
（R4年度）

18,912人/年 -

国・府支出金 1,000

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルスの影響が大きいため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

815

成果の達成状況 B.順調に推移していない

その他

 池田市都市計画マスタープラン、阪急石橋駅周辺地区都市再生整備計画、池田市立地適正化計画

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

44.9%

主
な
内
訳

委託費 0 1,815 - 石橋駅空き店舗率の抑制率 5.5%

事　業　費（千円）Ａ 0 1,815 - 石橋駅乗降客数 25,654人/年

8.6% -

事業の手段・方法
（どのように）

都市再生整備計画を策定し、国庫補助金を活用しながら計画に位置付けた事業を実施する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容
（仮称）石橋地域拠点施設（図書館、地域交流センターなど）の整備、石橋駅周辺路地の美装化、情報板の整備などを位置づけた計画を
推進する。

めざす姿（目標）
阪急石橋駅周辺において、市民・学生・来訪者が多く行き交う交流とにぎわいを創出するとともに、官民が連携したまちづくりを推進す
る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目１石橋駅周辺地区の整備

　

元 ～ 令和 3 年度

事業の対象
（誰を、何を）

阪急石橋阪大前駅周辺

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 1

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 阪急石橋駅周辺地区都市再生整備計画事業 財務会計上の事業名 都市再生整備事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 1 1 1 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第１節駅周辺を中心とした市街地の整備

項目



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

新型コロナウイルスのまん延によるテレワークの増加や在宅勤務が推奨されていることに加え、感染防止対策として公共交通の利用を自粛されていること等から
公共交通利用者が減少している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

地域活性化に向け駅周辺等のにぎわい創出、回遊性を高めていくことが重要で
あるが、駅前再開発から３０年以上が経過し、公共施設の陳腐化、老朽化が進ん
でいることから、駅周辺のリノベーションにより、時代に応じたオープンスペース
の活用や新たな空間の創出を図っていく必要がある。

新型コロナウイルスの感染拡大の影響により目標値の
達成はできなかったが、市民意向調査では定住意向が
高まっていたことから有効的かつ効率的な事業であっ
た。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

令和３年度で本事業は終了するが、いけだ駅前活性化エリアプラットホームを活
用し、回遊性の向上・まちの活性化・にぎわいの創出を図れるよう次期都市再生
整備計画の策定に向けて検討を行う。

実績
（R３年度）

目標値
（R4年度）

17,988人/年 -

国・府支出金 2,000

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルスの感染拡大の影響が大きいため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

156

成果の達成状況 B.順調に推移していない

その他

池田市都市計画マスタープラン、阪急池田駅周辺地区都市再生整備計画、池田市立地適正化計画

令和

駅周辺観光施設来場者数
1,600,000人/

年
669,000人/年 -

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

7.2%

主
な
内
訳

委託料 0 2,156 - 池田駅空き店舗率の抑制 9.0%

事　業　費（千円）Ａ 0 2,156 - 池田駅乗降客数 27,890人/年

16.2% -

事業の手段・方法
（どのように）

都市再生整備計画を策定し、国庫補助金を活用しながら計画に位置付けた事業を実施する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容
(仮称)満寿美公園の整備、さくら通り緑化施設の再整備、栄本町ポケットパークの再整備、(仮称)池田地域交流センターの整備、情報
板の整備などを位置づけた計画を推進する。

めざす姿（目標） 交流拠点や空間整備を行い、観光客の回遊性を高め、まちの活性化及びにぎわいを創出する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目２池田駅周辺地区の整備

　

元 ～ 令和 3 年度

事業の対象
（誰を、何を）

阪急池田駅周辺

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 2

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 阪急池田駅周辺地区都市再生整備計画事業 財務会計上の事業名 都市再生整備事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 1 2 2 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第１節駅周辺を中心とした市街地の整備

項目



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

新型コロナウイルス感染症の拡大

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

特になし。

新たな施設の建設が完了したため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 0.0%

うち受益者負担 Ｂ

13

当初計画通り、令和２年度に解体工事、令和３年度に建設工事を行い、完了し
た。
令和４年度から供用開始する。

監理委託料

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

建設工事 完了

国・府支出金 165,900

A.有効的である（改善の余地がない）

新たな施設の建設が完了したため

地方債 74,300 364,500
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

40,572

成果の達成状況 A.順調に推移している

その他

池田市公共施設等総合管理計画、池田市個別施設計画、阪急池田駅周辺地区都市再生整備計画、池田市立地適正化計画

令和

21,890

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

7.1%

主
な
内
訳

実施設計委託料 32,934

事　業　費（千円）Ａ 74,313 570,972 - 建設工事 －

請負費 40,480 545,782

事業の手段・方法
（どのように）

上記施設を解体し、栄本町のコミュニティセンターの機能を統合した、新たな施設を建築する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 現池田会館と栄本町コミュニティセンターを統合し、新たに（仮称）池田地域交流センターとして整備する。

めざす姿（目標） 令和4年度中に（仮称）池田地域交流センターを供用開始する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目２池田駅周辺地区の整備

　

元 ～ 令和 3 年度

事業の対象
（誰を、何を）

共同利用施設池田市立池田会館

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 3

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 （仮称）池田地域交流センター整備事業 財務会計上の事業名 池田地域交流センター整備事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 1 2 3 担当部署名 コミュニティ推進課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第１節駅周辺を中心とした市街地の整備

項目



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

事業は順調に推移しているが、新型コロナウイルスのまん延等の環境に対し柔軟に対応しながら、目標達成までの業務を引き続き実施する。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

R3年度より組成支援されたエリアプラットフォームのあり方を、随時ブラッシュ
アップ並びに具体化させ、未来ビジョンの策定に組み込んでいく必要がある。

当初予定通りに推移し、スケジュールを改める必要性
も見られないため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

令和4年度で本事業は終了するが、将来の池田駅周辺のあり方を共有するとと
もに、官民連携による持続的なまちづくりを行うため、エリアプラットホームを
活用し、回遊性の向上・まちの活性化・にぎわいの創出を図れるよう未来ビジョ
ンの策定に向けて引き続き検討を行う。

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

0件 1件

国・府支出金 6,930 13,070

A.有効的である（改善の余地がない）

当初予定通りに推移しているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

682 0

成果の達成状況 A.順調に推移している

その他

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

9.0%

主
な
内
訳

計画策定委託費 - 7,612 13,070

事　業　費（千円）Ａ - 7,612 13,070 エリアプラットフォームの構築 0件

事業の手段・方法
（どのように）

未来ビジョンの策定に向けた調査検討について、国庫補助金を活用しながら計画に位置付けた事業を実施する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容
池田駅周辺の再生に関わる関係者が集まり、機運の醸成を図りながら、将来の池田駅周辺のあり方を共有するとともに、官民連携によ
る持続的なまちづくりを行うため、エリアプラットフォームを構築し、駅周辺の未来ビジョンの策定などを行う。

めざす姿（目標） 官民連携による持続的なまちづくり活動を行い、都市の魅力向上などを図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目２池田駅周辺地区の整備

　

3 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

阪急池田駅周辺

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 4

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 官民連携まちなか再生推進事業 財務会計上の事業名 官民連携まちなか再生推進事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 1 2 4 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第１節駅周辺を中心とした市街地の整備

項目



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 5

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 地域整備促進支援事業 財務会計上の事業名 ―

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 1 3 1 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第１節駅周辺を中心とした市街地の整備

項目

R３年度 R４年度

項目３郊外市街地の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

池田市内　各地域

事業の手段・方法
（どのように）

地域主体の新たなまちづくり活動や勉強会開催等を後押しできる体制づくり

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 地域の住環境を地域住民自らが守り育てるための取組を支援するとともに、住民主体のまちづくり活動の普及啓発を行う。

めざす姿（目標） 地域住民が主体となったまちづくり活動を推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

主
な
内
訳

事　業　費（千円）Ａ ― ― ― まちづくり活動団体数 3団体

成果の達成状況 C.判断できない

拡充

 池田市都市計画マスタープラン

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R３年度）
目標値

（R４年度）

3団体 4団体

国・府支出金

B.改善の余地がある

まちづくり活動等に向けた動きはあるが、コロナ禍の
ため実施に至っていない。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

良好な住環境の保全、空き家・空き店舗の活用、交通安全対策、バリアフリー等、まちづくりに関するニーズは多様化しており、市民と行政のパートナーシップによ
るまちづくり活動、地域活動が重要。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

地域主体の新たなまちづくり活動や勉強会開催等を後押しできる体制、職員の
意識改革等が必要となり、石橋ワークショップ等をきっかけに社会情勢に合わせ
ながらも徐々に拡充していく必要がある。

地域主体のまちづくりを促進していくため、地域が抱
える課題等を把握し、また、まちづくりに対する機運を
高めるための意識啓発等を行っていく必要がある。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

池田市都市計画マスタープランの見直しに伴い、地域別構想を検討するなかで
各地域が抱えるまちづくりに関する課題の把握整理を行うとともに、地域のま
ちづくり活動等を都市計画マスタープランにしっかりと位置付け、活動の後押し
をしていく。
また、市職員のスキルアップのため研修等へ積極的に参加するとともに、まちづ
くりセミナー開催等の普及啓発活動を推進し、地域主体のまちづくりの活性化
に向けた取り組みを行う。



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う新たな働き方・暮らし方に対応する機能・施設の導入などを検討する。
第７次池田市総合計画策定が同時進行しており、整合性のある内容とする。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

令和４年度に予定している住民説明会は、新型コロナウイルス感染症の拡大状況
を鑑み、説明会の動画配信を行う等、世情に対応した形での実施を検討する。

市民ワークショップを行うことで地域の現状や課題を
踏まえた計画策定となっている。
庁内会議や素案照会を行うことで計画に記載の取組
状況及び今後の予定を適切に反映し、関連計画につい
ても整合を図っている。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

計画期間の折り返しとなる令和９年度に見直し業務を行う予定。

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

0件 1件

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

池田市都市計画マスタープラン改訂支援業務委託とし
て、委託業者より成果品が納品された。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

6,930

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

計画策定委託料 6,930

事　業　費（千円）Ａ - 6,930 -
都市計画マスタープランの改
訂

0件

事業の手段・方法
（どのように）

現行計画の取組成果や課題を踏まえつつ、庁内調整会議や市民ワークショップ等を行いながら次期計画の素案を作成する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 都市計画マスタープランを改訂する。

めざす姿（目標） PDCAサイクルの適用により、都市計画マスタープランの改訂を行い、都市を巡る状況の変化に対応する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

　

3 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

池田市域

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 6

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 都市計画マスタープラン策定事業 財務会計上の事業名 都市計画マスタープラン策定事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 1 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第１節駅周辺を中心とした市街地の整備

項目



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

Ｒ2年度からＲ3年度にかけ、池田市市街化調整区域まちづくり基本方針を策定し、細河地域全体の土地利用方針等を定めた。
現行の都市計画マスタープランでは東山産業立地ゾーンを位置づけているが、当基本方針においては、細河地域の植木産業や田園環境の保全等に向け農園芸振
興に努めることとしており、農園芸を軸とした地域振興に向けた拠点づくり等をめざしていくこととしている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

・地域振興拠点づくりの地区計画策定に向け、官民一体となった事業体の組成が
必要。
・地区計画の基準等を示す、池田市市街化調整区域における地区計画のガイドラ
インの見直しが必要。
・農園芸振興に向け、農業や植木産業の担い手の確保と、市のビジョンを示して
いく必要がある。

市街化調整区域まちづくり基本方針にて土地利用方針
を定めており、Ｒ4年度より地区計画の決定に向けた
具体的な検討を行っていくため。

50.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

4,840

・拠点づくりに向け、官民一体のコンソーシアムを組成し、植木をテーマとするよ
うな拠点施設整備の検討を行う。
・担い手確保に向け、農福連携事業の検討を進める。
・ＡＩハウス農園のテストベッドを設置し、スマート農業の普及に努める。
・池田市農園芸振興ビジョンの策定をめざす。

細河地域活性化推進
事業委託料

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

0件 1件

国・府支出金 15,075 16,750

A.有効的である（改善の余地がない）

市街化調整区域まちづくり基本方針にて土地利用方針
を定めており、Ｒ4年度より地区計画の決定に向けた
具体的な検討を行っていくため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

10,544 16,750

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市都市計画マスタープラン

令和

25,619 33,500

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

41.2%

主
な
内
訳

計画策定委託料 4,840

事　業　費（千円）Ａ 4,840 25,619 33,500 地区計画の決定 0件

事業の手段・方法
（どのように）

市街化調整区域のまちづくりについて市の方針を示したうえで、地域とともに具体的な活性化策を検討し、事業実施につなげていく。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容
本市の市街化調整区域のあり方、課題及び今後の土地利用の方向性を検討し、細河地域の特性を生かしたまちづくりの展開のため、活
性化策の検討を支援する。

めざす姿（目標） 市街化調整区域の課題解決を図るとともに、細河地域の賑わい創出をめざす。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目１地域の特性を生かしたまちづくりの展開

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

細河地域を中心とする市街化調整区域

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 7

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 細河地域活性化推進事業 財務会計上の事業名
市街化調整区域まちづくり基本方針策
定事業/細河地域活性化推進事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 2 1 1 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第２節細河地域の活性化

項目



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 8

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 植木産業活性化事業 財務会計上の事業名 植木産業活性化事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 2 2 1 担当部署名 農政課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第２節細河地域の活性化

項目

R３年度 R４年度

項目２地域産業の保持・育成と、良好な地区環境の保全

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

細河植木見本園

事業の手段・方法
（どのように）

維持管理及び見本園を活用した植木産業のPR

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 植木見本園を管理・運営し、植木の四大産地である池田の植木の魅力を発信する。

めざす姿（目標） 池田の植木をPRするとともに、栽培技術の向上を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

100.0%

主
な
内
訳

活性化事業委託料 300 317 300
見本園イルミネーションの実
施（週）

６週/年

事　業　費（千円）Ａ 406 344 416 見本園の維持管理（月） １２か月

６週/年 ６週/年

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

27 116

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

光熱水費 106

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

１２か月 １２か月

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

適切な維持管理を行い、植木産業のPRに繋がったた
め。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

344 416

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

近年特段の変化はない。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

植木の維持管理を委託している団体の構成員が高齢化しているため、若い担い
手が必要。

委託により業務量の軽減が図られているため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

406

植木の維持管理については、専門的な知識が必要であるため、今後も見本園の
維持管理委託を継続し、地場産業である細河の植木を、その歴史とともにＰＲし
ていくところ。



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 9

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 細河地域活性化推進事業(再掲） 財務会計上の事業名
市街化調整区域まちづくり基本方針策
定事業/細河地域活性化推進事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 2 3 1 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第２節細河地域の活性化

項目

R３年度 R４年度

項目３地域住民が主体となった活性化策の検討

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

細河地域を中心とする市街化調整区域

事業の手段・方法
（どのように）

市街化調整区域のまちづくりについて市の方針を示したうえで、地域とともに具体的な活性化策を検討し、事業実施につなげていく。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容
本市の市街化調整区域のあり方、課題及び今後の土地利用の方向性を検討し、細河地域の特性を生かしたまちづくりの展開のため、活
性化策の検討を支援する。

めざす姿（目標） 市街化調整区域の課題解決を図るとともに、細河地域の賑わい創出をめざす。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

41.2%

主
な
内
訳

計画策定委託料 4,840

事　業　費（千円）Ａ 4,840 25,619 33,500 地区計画の決定 0件

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市都市計画マスタープラン

令和

25,619 33,500

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

細河地域活性化推進
事業委託料

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

０件 1件

国・府支出金 15,075 16,750

A.有効的である（改善の余地がない）

市街化調整区域まちづくり基本方針にて土地利用方針
を定めており、Ｒ4年度より地区計画の決定に向けた
具体的な検討を行っていくため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

10,544 16,750

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

Ｒ2年度からＲ3年度にかけ、池田市市街化調整区域まちづくり基本方針を策定し、細河地域全体の土地利用方針等を定めた。
現行の都市計画マスタープランでは東山産業立地ゾーンを位置づけているが、当基本方針においては、細河地域の植木産業や田園環境の保全等に向け農園芸振
興に努めることとしており、農園芸を軸とした地域振興に向けた拠点づくり等をめざしていくこととしている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

・地域振興拠点づくりの地区計画策定に向け、官民一体となった事業体の組成が
必要。
・地区計画の基準等を示す、池田市市街化調整区域における地区計画のガイドラ
インの見直しが必要。
・農園芸振興に向け、農業や植木産業の担い手の確保と、市のビジョンを示して
いく必要がある。

市街化調整区域まちづくり基本方針にて土地利用方針
を定めており、Ｒ4年度より地区計画の決定に向けた
具体的な検討を行っていくため。

50.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

4,840

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
・拠点づくりに向け、官民一体のコンソーシアムを組成し、植木をテーマとするよ
うな拠点施設整備の検討を行う。
・担い手確保に向け、農福連携事業の検討を進める。
・ＡＩハウス農園のテストベッドを設置し、スマート農業の普及に努める。
・池田市農園芸振興ビジョンの策定をめざす。



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 10

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 空港周辺活性化事業 財務会計上の事業名 空港周辺活性化事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 3 1 1 担当部署名 空港・観光課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第３節大阪国際空港の活用

項目

R３年度 R４年度

項目１空港を生かした地域づくり

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

・大阪国際空港利用者及び旅客　・大阪国際空港周辺地域活性化連絡会　・全国民間空港関係市町村協議会

事業の手段・方法
（どのように）

・全国民間空港関係市町村との連携　・空港及び周辺地域の活性化　・空港機能の充実及び施設整備

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 コロナ禍の中、感染者数にも留意しながら、大阪国際空港を活かしたイベント・講座などを企画・実施する。

めざす姿（目標） 大阪国際空港及び空港周辺地域のさらなる活性化を図り、市民の満足度を高めるとともに、就航都市・周辺都市との連携を深める。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

100.0%

主
な
内
訳

消耗品 11 11 12

事　業　費（千円）Ａ 99 27 84 屋上入場者数 930,000人/年

役務費 0 0 8

成果の達成状況 B.順調に推移していない

現状維持

令和

16 64

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

負担金 88

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

720,000人/年 1,400,000人/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルス感染症の影響により、入場者数が
新型コロナウイルス感染拡大前と比較して減少してい
るため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

27 84

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

令和３年度上半期においては新型コロナウイルス感染症の影響を受けイベント等の中止を余儀なくされたものの、感染予防策を講じた上で１１月には空港見学ツ
アーを実施することができた。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

新型コロナウイルス感染症拡大によるイベント等の中止・縮小されること。

新型コロナウイルス感染症の影響を最も受けていた令
和２年度と比較して入場者数が回復傾向にあるため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

99

今後、新型コロナウイルス感染症の収束後、活性化の機運が高まった際に行動
が必要であることから今後も継続して事業を進めていく。



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 11

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 空港利便性向上事業 財務会計上の事業名 空港周辺騒音対策事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 3 2 1 担当部署名 空港・観光課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第３節大阪国際空港の活用

項目

R３年度 R４年度

項目２利用者の利便性の向上

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

・大阪国際空港周辺都市対策協議会　・大阪国際空港利用客　・大阪国際空港周辺地域活性化連絡会

事業の手段・方法
（どのように）

・要望活動　・活性化を促進する運動に参画し、目標達成に向け取り組みを行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 空港利用者の利便性向上のため、空港関係市町村と連携しながら、国・エアライン・運営権者などへ要望活動を行う。

めざす姿（目標）
国・エアライン・運営権者・空港関係市町村と連携しながら、大阪・関西万博などの大規模イベントなどの契機の活用や、アフターコロナ
を見据えた空港の利便性向上に向けた取組を進める。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

100.0%

主
な
内
訳

消耗品 32 44 40

事　業　費（千円）Ａ 105 254 123 旅客数
15,670,000

人/年

負担金 61 30 13

成果の達成状況 B.順調に推移していない

現状維持

令和

12 30

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

燃料費 12

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

7,490,000
人/年

16,300,000
人/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルス感染症の影響により、旅客者数が
減少しているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

254 123

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

令和３年４月２３日～９月２８日までの期間において大阪府では緊急事態宣言が発令されており観光需要は低迷していた。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

新型コロナウイルス感染症拡大による行動の自粛。

協議会にて意見を集約し、国やエアラインに利便性の
向上や需要喚起に向けた施策を要望している。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

105

国に旅行需要の喚起策の実施などを要望していく。



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 12

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 空港周辺騒音対策事業 財務会計上の事業名 空港周辺騒音対策事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 3 3 1 担当部署名 空港・観光課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第３節大阪国際空港の活用

項目

R３年度 R４年度

項目３周辺環境の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

大阪国際空港周辺都市対策協議会（１０市協）

事業の手段・方法
（どのように）

・国や新関西国際空港株式会社、関西エアポート株式会社等への要望活動の実施
・協議会に参画し、目標に向けた取組を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 低騒音機導入などの環境・安全対策が着実に実施されるよう、各種協議会を通じ、国・エアライン・運営権者などに要望活動を行う。

めざす姿（目標） 航空機騒音の低減を通じ、空港周辺住民の安全で良好な生活環境を確保する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

100.0%

主
な
内
訳

消耗品 32 44 40

事　業　費（千円）Ａ 105 254 123
神田会館Lden(時間帯補正
等価騒音ﾚﾍﾞﾙ)

58dB

負担金 61 30 13

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

12 30

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

燃料費 12

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

５６ｄB 57dB

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

騒音測定値が目標値を達成しているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

254 123

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

毎年国などに対して騒音対策の要望を行っている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

航空会社側の騒音対策を継続して続けるとともに、改善を行い続ける必要があ
る。

目標を達成しているため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

105

引き続き、国などに対して騒音対策についての要望活動を行う。



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 13

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 民家防音空調機器更新工事補助事業 財務会計上の事業名
民家防音空調機器更新工事補助事
業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 3 3 2 担当部署名 空港・観光課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第３節大阪国際空港の活用

項目

R３年度 R４年度

項目３周辺環境の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

航空機騒音対策防止法上の第１種騒音対策区域内　対象件数：約１，９００世帯

事業の手段・方法
（どのように）

関西エアポート株式会社及び府の助成後の住民基本負担額のうち一定率を助成

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容
航空機騒音対策による民家防音工事において設置された空調機器の更新工事に対して、補助金を交付するとともに、関西エアポート
（株）に対して制度の拡充を図るよう要望する。

めざす姿（目標）
申請に基づき、遅滞なく補助金を交付するとともに、周辺市とともに関西エアポート（株）へ要望することにより、同社の助成制度のさら
なる拡充や整備を行う。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

100.0%

主
な
内
訳

補助金 221 231 1,047

事　業　費（千円）Ａ 221 231 1,047 補助件数 １１件

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R３年度）
目標値

（R４年度）

５件 ７件

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

目標値には達していないものの毎年一定の補助実績
があるため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

231 1,047

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

令和４年４月より、空調機器更新の関西エアポート及び府による助成が、４回目の更新対象者についても対象となった。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

引き続き、国及び関西エアポートの助成が必要である。

毎年一定の補助実績があるため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

221

引き続き、申請者へ助成を行う。



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 14

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 橋りょう長寿命化事業 財務会計上の事業名 橋りょう長寿命化事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 4 1 1 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第４節道路網の整備

項目

R３年度 R４年度

項目１計画的な道路整備・管理の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

本市が管理する道路橋及び横断歩道橋

事業の手段・方法
（どのように）

橋梁長寿命化修繕計画に基づく修繕工事を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 橋梁及び横断歩道橋の継続的な補修及び補強工事を実施する。

めざす姿（目標） 従来の事後的な修繕から予防的な修繕へと円滑な転換を図ることにより、地域の安全・安心な道路網を確保する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

12.7%

主
な
内
訳

設計委託料 35,962 14,762 ー　 横断歩道橋修繕数 1橋

事　業　費（千円）Ａ 167,539 101,134 322,030 橋梁修繕数 10橋

4橋 7橋

成果の達成状況 A.順調に推移している

124,100

現状維持

池田市橋梁長寿命化修繕計画

令和

86,372 322,030

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

請負費 117,499

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

31橋 36橋

国・府支出金 76,175 48,546 161,609

A.有効的である（改善の余地がない）

橋梁及び横断歩道橋の延命化を図ることができてい
るため。

地方債 61,000 39,700
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

12,888 36,321

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

池田市の管理する橋梁は、建設後50年を経過する橋梁も多く、20年後には、急速に老朽化橋梁が増大し、更新時期が一時期に集中することが予想される。
そこで、限られた予算の中、計画的かつ効果的に事業を進めていくために、平成22年3月に長寿命化計画を策定し、国の交付金を活用しながら、計画的に橋梁補
修や耐震化を進めているところ。
令和２年度より、国の予算の中で、橋梁を含めた道路の老朽化対策において、計画的かつ集中的に支援する個別補助制度が創設されたところ。
今後は、国の補助金を活用しながら、より一層、計画的かつ効果的に事業をすすめていく予定。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

道路橋12６橋や横断歩道橋9橋の点検・補修及び耐震化を継続的に実施するに
は、予算確保並びに技術者の確保・育成が必要。

橋梁長寿命化修繕計画に沿って補修工事を実施し、安
心・安全な道路網を確保でき、かつライフサイクルコス
トの縮減を図ることができるため。

11.3%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 18.1%

うち受益者負担 Ｂ

30,364

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
損傷程度や重要性を考慮し、優先順位を決め、効率的な事業遂行に取組むため
に、引き続き、国の補助金を活用するとともに、事業実施のために必要な人員を
確保していく。



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 15

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 都市計画道路明示測量事業 財務会計上の事業名 都市計画道路明示測量事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 4 1 2 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第４節道路網の整備

項目

R３年度 R４年度

項目１計画的な道路整備・管理の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民及び事業者

事業の手段・方法
（どのように）

都市計画道路区域内の建築行為に関して、土地所有者の申請に応じて、現地測量を実施し、申請地付近にある計画道路中心鋲を設置
し、明示指令図を交付する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容
都市計画道路区域内の建築行為に関して、土地所有者の申請に応じて、現地測量を実施し、申請地付近に計画道路中心鋲を設置し、明
示指令図を交付する。

めざす姿（目標） 計画区域線を明確にし、都市計画道路の円滑な整備につなげる。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

主
な
内
訳

測量委託料 0 0 ー

事　業　費（千円）Ａ 0 100 ー 明示指令図交付件数 1件

成果の達成状況 A.順調に推移している

その他

池田市都市計画マスタープラン

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R３年度）
目標値

（R４年度）

1件 1件

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

すべての申請に対し明示指令図を交付できている。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

H２５年度からH27年度までに都市計画道路の見直しを行っており、今後の申請は限られてくる。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

特になし

申請があれば対応しなければならないため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

必要に応じて、未着手・未完成となっている都市計画道路の見直しを行ってい
く。



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

市民の道路景観に対する関心を高め、道路への愛着を深めるためには、道路愛称を決定するだけでなく、沿道住民等の意識醸成が必要。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

道路の愛称を決定していくきっかけとしては、都市計画道路の整備や、現道の全
面的な改修、また、大規模な沿道開発等の機会が、印象付けやすく、望ましい。

事業実施を見送ったため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

愛称を決定する機会を伺いつつ、検討していく。

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

0 -

国・府支出金

B.改善の余地がある

事業実施を見送ったため

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0

成果の達成状況 C.判断できない

その他

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

修繕料 - 0 -

事　業　費（千円）Ａ - 0 - 道路愛称の決定件数 -

事業の手段・方法
（どのように）

利用の多い市内の幹線道路を対象に、公募により道路愛称を決定し、標識を設置する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 利用の多い市内の幹線道路を対象に、公募により道路愛称を決定し、標識を設置する。

めざす姿（目標） 市民の道路景観に対する関心を高め、道路への愛着を深める。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目１計画的な道路整備・管理の推進

　

3 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

本市が管理する道路

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 16

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 道路環境整備事業 財務会計上の事業名 道路環境整備事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 4 1 3 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第４節道路網の整備

項目



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 17

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 歩道改良事業 財務会計上の事業名 歩道改良事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 4 3 1 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第４節道路網の整備

項目

R３年度 R４年度

項目３市内幹線道路の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

歩道

事業の手段・方法
（どのように）

池田市交通バリアフリー基本構想に準じ、歩道の改良・拡張、透水性舗装、視覚障がい者誘導ブロック等を施工する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 経年劣化により損傷箇所が多い市内幹線道路に対して、バリアフリーに配慮した歩道を整備する。

めざす姿（目標） バリアフリーに配慮した歩道を整備することで、安全で快適な歩行空間を確保する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

100.0%

主
な
内
訳

請負費 10,450 23,569 12,000

事　業　費（千円）Ａ 10,450 23,569 12,000 整備延長 350m/年

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市バリアフリーマスタープラン、池田市交通バリアフリー基本構想

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R３年度）
目標値

（R４年度）

350m/年 400m/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

限られた予算の中、路線の重要度や要望等から総合的
に判断した上で整備しているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

23,569 12,000

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

高齢化社会が進んでいる中、歩きやすい歩道に対する市民の関心が高まっている状況。
一方、市内の歩道については、全体的に歩道幅員が狭く、街路樹による根上りや舗装の劣化が見受けられ、また、勾配が急な箇所も多く早急に歩道改良が必要な
状況。
現在、路線の重要度や要望等から総合的に判断した上で、歩道のバリアフリー化や部分改良を進めているが、場所によっては地形的、用地的な制約があり対応に
苦慮しているところ。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

事業の効率性について、予算が縮小傾向により、歩道の整備率への影響も懸念
される中、歩道のバリフリー化や部分改良を効率的かつ効果的に遂行していくた
めに、歩道整備計画の策定と継続的に事業費の確保が必要。

本事業は、街路樹による根上りや経年劣化による歩道
の機能低下の改善を図るために有効。一方、事業の効
率性については、予算の縮小傾向により整備率への影
響も懸念される中、率先して歩道のバリフリー化を進
めていくために、歩道整備計画の策定と事業費の確保
が必要。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

10,450

歩道のバリアフリー化を進めていくことにより、市民の安全対策やウォーカブル
な道路空間に寄与するため、今後も事業を継続するものとする。



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

道路と高低差がある箇所や交差点箇所等に位置する敷地に対する助成制度の見直しを検討する必要がある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

寄付が成立しない場合について、空地は確保されることとなるが、道路形態とは
ならないため、狭あい道路が解消されない場合がある。

狭あい道路を解消し、将来的に緊急車両等が通行可能
な道路を確保するためには有効な手法であるが、助成
金では整備が困難な場合があり、制度見直しの検討が
必要。57.4%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 78.2%

うち受益者負担 Ｂ

2,586

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
要綱の見直しや助成の対象拡充、用地買い上げ等を含め、更なる狭あい道路の
解消に向けた検討が必要。

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

56m/年 125m/年

国・府支出金 720 655 2,129

A.有効的である（改善の余地がない）

本事業により狭あい道路が解消され、将来的に緊急車
両等が通行可能な道路を確保できているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

1,315 2,871

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

 池田市都市計画マスタープラン　

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

66.8%

主
な
内
訳

補助金 3,306 1,970 5,000

事　業　費（千円）Ａ 3,306 1,970 5,000 整備延長 95m/年

事業の手段・方法
（どのように）

道路後退部分の分筆登記費用及び舗装工事等に対し、寄付を前提に助成する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 私有地の後退部分を市道及び市所有道路として寄付を行う場合に、補助金を交付する。

めざす姿（目標） 狭あい道路の解消を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

建築物の建築行為を行う土地所有者等。

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 18

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 狭あい道路整備促進補助事業 財務会計上の事業名 狭隘道路整備促進補助事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 4 4 1 担当部署名 土木管理課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第４節道路網の整備

項目



年度

その他 (道路占用料 )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 19

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 市道敷地取得測量事業 財務会計上の事業名 市道敷地取得測量事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 4 4 2 担当部署名 土木管理課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第４節道路網の整備

項目

R３年度 R４年度

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

道路後退部分の寄付を受けた道路敷地。

事業の手段・方法
（どのように）

測量及び分筆作業を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 市道敷地の権原取得に伴い、測量・分筆を行う。

めざす姿（目標） 道路の寄付に対して測量・分筆を行い、適正な道路管理を行う。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

主
な
内
訳

測量委託料 1,412 963 1,000

事　業　費（千円）Ａ 1,412 963 1,000 測量件数

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R３年度）
目標値

（R４年度）

2件/年 7件/年

1,412 963 1,000

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

寄付や帰属による土地の分筆測量を行ったうえで所有
権を移転させ、本市の道路として管理を行うことがで
きている。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

道路整備の一環となる土地取得のため、本事業の推進が必要。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

今後も引き続き、測量及び分筆作業を継続していく必要がある。

寄付や帰属による土地の分筆測量を行ったうえで所有
権を移転させ、本市の道路として管理を行うことがで
きている。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
今後も引き続き、測量及び分筆作業を継続していく必要がある。



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

道路インフラの老朽化に伴う補修の要望に加え、草刈や剪定等の維持管理の要望が増加傾向となっている。また、大雨や豪雨災害に対する緊急対応や対策につい
て、関係部署と連携した取組みが必要。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

大雨や豪雨災害に対する対応や対策が増加していくと道路インフラの老朽化に
伴う補修のペースが落ち込んでしまう。

池田みどりスポーツ財団に支出している補助金の見直
しが必要。

67.1%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 65.3%

うち受益者負担 Ｂ

128,387

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
道路及び付帯施設の維持管理については、多数の要望をいただいている中で、
順次、補修等の対応を実施しているところ。引き続き、本事業の推進が必要。

委託料 29,997

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

5,820㎡/年 12,000㎡/年

68,327 59,646 68,500

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

道路及び付属施設について、点検や補修等の維持管理
ができているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

118,150 139,659

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

30,110 30,496

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

66.5%

主
な
内
訳

補助金 40,779 37,184 47,017

事　業　費（千円）Ａ 196,714 177,796 208,159 舗装面積 10,000㎡/年

請負費 99,993 89,999 110,000

事業の手段・方法
（どのように）

適切な維持管理を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 市内一円の市道と市管理道路の維持補修工事や清掃、植栽管理作業により、快適な道路機能を維持する。

めざす姿（目標） 市道215km、市有道路10km、里道153kmの道路維持を実施し、車両や歩行者の円滑な通行を確保する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市内一円の市道及び市管理道路

その他 (道路占用料他)

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 20

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 道路維持事業 財務会計上の事業名
道路維持管理事業／道路維持委託
事業／道路維持工事

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 4 4 3 担当部署名 土木管理課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第４節道路網の整備

項目



年度

その他 (証紙収入 他)

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 21

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 道路放置車両等移動処分事業 財務会計上の事業名 道路橋りょう総務一般事務事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 4 4 4 担当部署名 土木管理課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第４節道路網の整備

項目

R３年度 R４年度

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市内一円の市道及び市管理道路上に放置されている車両等。

事業の手段・方法
（どのように）

一時撤去及び保管したうえで、必要に応じて処分を実施。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 市道上に放置されている車両・廃家電･産業廃棄物・自転車などを適切に処理する。

めざす姿（目標） 市道上に放置されている車両・廃家電･産業廃棄物・自転車などを適切に処理し、通行の安全を確保する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

52.5%

主
な
内
訳

処分委託料 369 393 500

事　業　費（千円）Ａ 683 734 1,815 放置車両数 0台/年

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R３年度）
目標値

（R４年度）

1台/年 0台/年

276 349 1,292

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

放置車両を適切に処理できているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

385 523

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

放置車両が発生すると周辺環境の悪化が懸念されることから、早急な対応が必要。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

庁舎の地下駐車場が放置車両の保管場所となっていることから、放置車両が増
加した場合の対応が困難となる。

放置車両を適切に処理できているため。

28.8%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 59.6%

うち受益者負担 Ｂ

407

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
放置車両の発生台数が年１～２台程度となっており、適切な処理が実施できて
いる。



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 22

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 交通安全対策事業 財務会計上の事業名 交通安全対策事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 4 4 5 担当部署名 交通道路課、土木管理課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第４節道路網の整備

項目

R３年度 R４年度

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市道及び市管理道路

事業の手段・方法
（どのように）

交通安全対策として自転車レーン、グリーンベルト、道路反射鏡、防護柵及び区画線等を設置する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 街路灯、道路反射鏡、防護柵、区画線、自転車レーンなどの施設の新設、修繕を行い、各種交通安全対策を行う。

めざす姿（目標） 街路灯や道路反射鏡、防護柵の新設、修繕を進めるとともに、自転車レーンを延伸し、交通事故の発生を抑制する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

9.7%

主
な
内
訳

請負費 64,591 17,351 29,000 通学路歩道整備延長 29.3km

事　業　費（千円）Ａ 64,591 17,351 29,000 自転車レーン整備延長 2.0km

31.9ｋｍ 32.1km

成果の達成状況 A.順調に推移している

10,800

現状維持

令和

交通事故発生件数 58件/年 64件/年 40件/年

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R３年度）
目標値

（R４年度）

5.9ｋｍ 8.0km

国・府支出金 30,690 9,075 14,300

A.有効的である（改善の余地がない）

交通安全施設の改良を図り、安心・安全な道づくりが
進んでいるため。

地方債 20,800 6,600
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

1,676 3,900

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

令和３年度に発生した八街市での児童５人死傷事故をはじめ、近年も通学路等での児童を巻き込んだ交通事故がたびたび発生しており、通学路に関しては、市・
学校・警察での合同点検により、至急の安全対策が求められているところ。
今後も、通学路や未就学児等が日常的に移動する経路等の交通安全の確保に向けた着実かつ効果的な取り組みの一環として、「子どもの移動経路交通安全プロ
グラム」や市民要望に基づき事業を進めていく。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

通学路や生活道路の安全対策について、社会的な関心も高まっており、より一
層、継続的かつ効果的な施策が求められている。

交通安全施設の改良について、国の交付金等を活用し
ながら、有効かつ効率的に実施し、安心・安全な道づく
りに寄与しているため。

13.4%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 20.3%

うち受益者負担 Ｂ

13,101

交通安全対策特別交付金や国の交付金を活用しながら、今後も事業を継続して
いく。



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 23

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 道路再整備事業 財務会計上の事業名 道路再整備事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 4 4 6 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第４節道路網の整備

項目

R３年度 R４年度

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

老朽化する道路ストック及び駅周辺の再整備

事業の手段・方法
（どのように）

維持管理計画の策定及び実施（調査・点検・補修）及び都市再生整備計画に基づく駅前再整備

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 老朽化する道路ストック（舗装、道路付属物など）に対して、適切な調査、点検、補修を行う。

めざす姿（目標） 道路ストックの調査、点検、補修を行い、安全な道路網を確保する。また、石橋駅周辺の道路整備を行い、にぎわいを創出する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

11.0%

主
な
内
訳

道路施設点検委託料 29,838 0 ー　

事　業　費（千円）Ａ 53,268 79,373 48,000 景観舗装面積 800㎡

成果の達成状況 A.順調に推移している

48,000

現状維持

令和

79,373 48,000

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

請負費 23,430

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

1000㎡ 3,800㎡

国・府支出金 34,548 51,675

A.有効的である（改善の余地がない）

国の交付金を活用しながら、着実に事業執行できてい
るため。

地方債 19,000
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

8,698 0

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

道路の老朽対策に関する取組については、平成24年度笹子トンネル天井板落下事故を受けて、平成25年度に道路法改正により点検基準の法定化を行い、本格
的に道路の老朽化対策が進められているところ。
本市においては、国の交付金を活用しながら石橋阪大前駅周辺の舗装の美装化を計画的に実施しているが、老朽化した道路ストックの修繕、更新に関しては、近
年、国の交付金の活用が困難な状況。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

道路ストック老朽化対策について、国の交付金の活用が困難な状況のため事業
の進捗が遅れている状況。

道路ストックの再整備および駅周辺の再整備につい
て、国の交付金等を活用しながら、有効かつ効率的に
実施し、安心・安全な道づくりおよび景観整備に寄与し
ているため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 35.1%

うち受益者負担 Ｂ

18,720

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
道路ストックの老朽化対策は、まちづくりの基盤となる事業となるため、今後も
引き続き、国の交付金等の動向を踏まえながら、事業費確保に向けて進めてい
く方向。



年度

その他 ( 住宅使用料)

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 24

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 市営住宅管理事業 財務会計上の事業名 市営住宅管理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 5 1 1 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第５節住宅の充実

項目

R３年度 R４年度

項目１公的住宅の充実

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市営住宅

事業の手段・方法
（どのように）

既存市営住宅の維持・管理

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 市営住宅の適切な維持管理を行う。

めざす姿（目標） 市営住宅の適切な維持管理により、住環境の維持・向上を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

20.4%

主
な
内
訳

建物借上料 94,063 94,063 94,064

事　業　費（千円）Ａ 162,031 158,211 155,552 維持・修繕の実績 7団地

指定管理料 61,054 55,269 56,061

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市住宅マスタープラン、池田市市営住宅長寿命化計画

令和

3,432 －

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

修繕料 －

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

7団地 ７団地

103,047 100,978 100,600

国・府支出金 27,329 24,964 25,394

A.有効的である（改善の余地がない）

住宅の維持管理を通じて良好な住環境の確保に努め
ているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

32,269 29,558

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

令和２年度より指定管理者制度の導入、府営神田住宅の移管を実施。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

指定管理者による運営上の創意工夫、より良いサービスの提供。

一般財源率が１％未満の増額で横ばいのため。

19.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 19.5%

うち受益者負担 Ｂ

31,655

引き続き、市営住宅管理業務の一層の効率化や入居者サービスの向上に向けた
維持・管理を行う。



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

昭和40年代に建設した市営住宅の老朽化が進んでいることから、退去後の修繕や建物補修に費用を要しているところ。今後、池田市市営住宅長寿命化計画に基
づき耐震化、廃止などの事業を実施していく必要がある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

事業実施に伴う財源の確保。

耐震化率が向上しているため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 58.8%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 58.8%

うち受益者負担 Ｂ 86,944

86,944

令和４年度池田市住宅マスタープラン改定に伴い、令和５年度池田市市営住宅
長寿命化計画の中間見直しを実施予定。

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

91.0% 91.0%

国・府支出金 60,896

A.有効的である（改善の余地がない）

耐震化率の目標地を達成しているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

成果の達成状況 A.順調に推移している

その他

池田市市営住宅長寿命化計画

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

工事請負費 147,840

事　業　費（千円）Ａ 147,840 - - 耐震化率 74.2%

事業の手段・方法
（どのように）

市営住宅長寿命化計画に基づき事業を実施

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 市営住宅ストックを計画的に修繕、更新する。

めざす姿（目標） 市営住宅の居住性を向上させるとともに、耐震性確保などにより、長寿命化を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目１公的住宅の充実

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市営住宅

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 25

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 市営住宅長寿命化事業 財務会計上の事業名 市営住宅長寿命化事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 5 1 2 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第５節住宅の充実

項目



年度

その他
(建築確認申請

手数料　他)

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 26

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 建築指導事務事業 財務会計上の事業名 建築指導事務事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 5 2 1 担当部署名 審査指導課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第５節住宅の充実

項目

R３年度 R４年度

項目２民間住宅の充実

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市内の建築物

事業の手段・方法
（どのように）

審査、指導、相談などの方法による

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 建築物の敷地などに関する基準について、法律に基づき建築指導を実施する。

めざす姿（目標） 建築基準法、建築基準関係規定を遵守した建築指導を行うことで、市民の生命、健康及び財産を保護する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

2,483 2,585

主
な
内
訳

機器借上料 893 893 839 許可申請処理件数 30件

事　業　費（千円）Ａ 2,586 2,576 2,682 確認申請処理件数 11件

24件 30件

事務委託料 326 358 358

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

396 415 建築パトロールの実施 1回以上/月 1回以上/月 1回以上/月

建築相談 4000件 4704件 4000件

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

設備保守点検委託料 396

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

16件 11件

2,493 2,483 2,585

国・府支出金 93 93 97

A.有効的である（改善の余地がない）

申請に応じ適切に審査、指導を行うことができてい
る。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

特になし。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

特になし。

申請に応じ適切に審査、指導を行うことができてい
る。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 96.4% 96.4% 96.4%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ 2,493

0

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
引き続き、建築基準関係規定を遵守した建築指導を行うことで、市民の生命、健
康及び財産を保護する。



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 27

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 既存民間建築物アスベスト対策補助事業 財務会計上の事業名
既存民間建築物アスベスト対策補
助事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 5 2 2 担当部署名 審査指導課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第５節住宅の充実

項目

R３年度 R４年度

項目２民間住宅の充実

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

建築物の所有者

事業の手段・方法
（どのように）

建築物の所有者が行うアスベスト対策に対して補助金を交付。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 多数の人が利用する建築物のアスベスト対策を実施する建築物の所有者に対して、補助金を交付する。

めざす姿（目標） アスベストによる健康被害を予防する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

主
な
内
訳

分析調査補助 93 250 アスベスト対策啓発活動 1回

事　業　費（千円）Ａ 0 93 1,250
アスベスト使用建築物数
(1,000㎡以上)

2件

1回 1回

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

0 1,000 補助件数 2件 1件 2件

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

除却工事補助

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

1件 0件

国・府支出金 93 750

A.有効的である（改善の余地がない）

本市において、アスベストによる健康被害の発生がない。
成果指標値に記載のアスベスト使用建築物（1,000㎡以上）
については、聞き取りにより、直接使用者に触れる部分では
ないことを調査済み。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 500

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

国補助制度が令和７年度末まで延長となった。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

国補助制度が延長となったため、本市におけるアスベストによる健康被害の発生
を防ぐため、令和4年度については、引続き本制度を延長する。

建築物の所有者からの申請を受けて行う事業であり、調査や
対策工事を行うかどうかは、申請者の都合によるため、過去
10年での補助件数は27年度、29年度、R3の3件のみであ
るが、啓発活動も行っており、見え隠れ部分のアスベストを発
見した際に、補助を活用することは、市民の健康被害の発生
を防ぐため、有効かつ効率的であると思われる。

40.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
令和4年度については補助事業の延長としたが、令和5年度以降の補助事業の
延長については、本市におけるアスベストによる健康被害の発生を防ぐ目的を
鑑み、再度検討する方針。



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 28

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 空き家対策推進事業 財務会計上の事業名 空き家対策推進事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 5 3 1 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第５節住宅の充実

項目

R３年度 R４年度

項目３良好で安全・安心な住宅の供給

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

空き家の所有者、市民

事業の手段・方法
（どのように）

空き家の適正な管理と利活用を促進するため、現地調査、指導業務、啓発活動を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 空き家の適切な管理と利活用を促進するため、現地調査、指導、啓発活動などを行う。

めざす姿（目標） 周囲に悪影響を与えている空き家の解消、増加防止を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

100.0%

主
な
内
訳

通信運搬費 133 82 141

事　業　費（千円）Ａ 919 512 921 空き家件数 950件

補助金 600 250 600

成果の達成状況 A.順調に推移している

拡充

池田市空家等対策計画

令和

180 180

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

シルバーセンター活
用事業委託料

180

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

673件 910件

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

管理が不全な空き家の所有者に対して、解体や適正管
理を求める働きかけを行った結果、改善につながる
ケースが出てきている。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

512 921

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

平成30年住宅・土地統計調査（総務省）によると、池田市域における空き家の総数は、この１０年間で｢6,300戸⇒6,600戸」に増加している。今後も少子高齢化
による生産年齢人口の減少、総住宅数が総世帯数よりも多い状況が進行することによる更なる空き家の増加が懸念される。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

空き家の件数の増加に伴い、管理不全な空き家も増加している。対処療法として
管理不全な空き家対策のみならず、空き家の発生抑制、利活用促進の取組みが
求められる。

限られた人員で対応しているため、柔軟な対応が難し
い.都市政策課で把握している空き家数としては昨年
より減ってるが、現時点では比較的きれいな空き家
（潜在的空き家）は数多くあると予想される。100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

919

管理不全な空き家対策と並行して、空き家の発生抑制、利活用促進のための啓
発、空家バンクの促進、相談体制の充実に取り組んでいく。



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 29

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 植木産業活性化イベント事業 財務会計上の事業名 さつき展開催事業/農業祭開催事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 6 1 1 担当部署名 農政課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第６節農園芸の振興

項目

R３年度 R４年度

項目１細河地域における植木産業の活性化と野菜農家の育成

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

池田市さつき展、池田市農業祭

事業の手段・方法
（どのように）

開催

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 農業祭やさつき展などの農業に関するイベントの開催や支援を行う。

めざす姿（目標） 農業への市民の関心・理解を深めるとともに、生産者の栽培技術の向上を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

主
な
内
訳

事業委託料 0 0 100 さつき展来場者数 1,500人

事　業　費（千円）Ａ 0 0 778 農業祭来場者数 15,000人

0人 1,700人

負担金 0 0 650

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

令和

0 28

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

大会記念品 0

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

0人 17,000人

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルスの影響により、令和３年度はさつき
展を開催できず、農業祭も実行委員会の判断により中
止となったため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 778

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　今後のさつき展及び農業祭の実施には、常に新型コロナウイルス感染症の拡大状況が問題となる。
　今後も、関係団体と協議しながら慎重にすすめていく必要がある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

イベント開催の中心的団体が高齢化しているため、今後、若い担い手が必要。

令和元年度の農業祭については「うまいdeいけだ」へ
の掲載を開始し、若年層がアクセスしやすい環境を整
備したことと、市内在住の一般市民による教室を企画
し、好評を得、来場者を伸ばす取り組みを進めることが
できたため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

　新型コロナウイルスの影響により、令和３年度はさつき展及び農業祭は中止と
なった。
　令和４年度以降についても、新型コロナウイルスの動向によりイベント事業の
実施は左右されるため、動向を見守りながら、適宜実施していく予定。



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　長期的に当該補助を実施している状況である。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

　全体的に農業者が減少しているため、今後補助申請も減っていくことが考えら
れる。補助団体への聞き取りが必要。

・個人ではなく各団体へ助成を行うことで、事務量が軽
減されているため。
・有機肥料は地力の保持に有効な手段であるため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ 506

506

　令和２年度に実施された事業見直しにより、補助金の上限額を１０万円減額し
たところ。
　当該事業は、地力の保持向上による市内産野菜の品質の更なる向上等に寄与
しているため、現行の支援を継続していく意向。今後は、他市での状況や要望を
踏まえながら、事業実施について適切な判断を行う。

結束テープ購入補助 50

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

428千円/年 400千円/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

地力保持及び安全で安心な市内産野菜の出荷に寄与
していると考えられる。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

478 550

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

50 50

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

478 550

主
な
内
訳

有機肥料購入補助 456 428 500 結束テープ購入補助 50千円/年

事　業　費（千円）Ａ 506 478 550 有機肥料購入補助 588千円/年

50千円/年 50千円/年

事業の手段・方法
（どのように）

有機肥料及び野菜結束テープの購入補助

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 各農業実行組合及び池田市生産者組合に対して、農業用資材の購入補助を行う。

めざす姿（目標） 安全な農産物生産及び地産地消を推進するとともに、農業経営の安定を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目２神田地域を中心とした都市農業の保全

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

各農業実行組合及び池田市生産者組合に対して、農業用資材の購入補助を行う。

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 30

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 農業経営支援事業 財務会計上の事業名 農業経営支援事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 6 2 1 担当部署名 農政課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第６節農園芸の振興

項目



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 31

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 生産調整推進対策事業 財務会計上の事業名 生産調整推進対策事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 6 2 2 担当部署名 農政課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第６節農園芸の振興

項目

R３年度 R４年度

項目２神田地域を中心とした都市農業の保全

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市内農業従事者のうち、米の転作等を行うもの

事業の手段・方法
（どのように）

国からの事務経費等の生産調整対策事業費を受け、水田活用の直接交付金における産地交付金等の交付に係る申請、現地作付け確
認、伝票確認等を実施し、当該交付金等の交付を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 制度の周知や農業者が行う経営所得安定対策交付金の申請の窓口となる。

めざす姿（目標） 経営所得安定対策制度を円滑に実施し、米の需給及び価格の安定を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

0.4%

主
な
内
訳

システム利用料 152 152 152

事　業　費（千円）Ａ 275 268 330 交付金申請者数 27人/年

郵送代 92 86 129

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

令和

30 49

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

消耗品費 31

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

22人/年 40人/年

国・府支出金 275 267 330

A.有効的である（改善の余地がない）

現状は横ばいであるため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

1 0

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

近年特段の変化はない。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

今後、農業者が減っていく中、目標値の達成のためには、現在、水稲を栽培して
いる農業者の転作が重要である。

府支出金の額内で事業を実施できているため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

国制度の窓口を担っており、事業の方向性について本市の裁量はないため。



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

被害金額は減少しているが、有害鳥獣の発生件数は増加している。昨年度は豚熱の流行により、イノシシ被害は減少したが、シカの被害は多くなった。また、有害鳥
獣の駆除、捕獲団体である猟友会の会員が高齢化してきている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

農作物被害を減らすためには、有害鳥獣の駆除、捕獲が何より重要あり、その駆
除捕獲団体の猟友会の若い会員を増やしていくことが重要。

鳥獣による農作物被害について、被害を防止すること
に寄与していると考えるため。

92.4%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 92.0%

うち受益者負担 Ｂ

1,703

　今後も猟友会と連携を行い、農作物に被害を及ぼす鳥獣に対し、実効性ある
対策強化を行う。
　また、狩猟を行う者の高齢化及び減少に鑑み、市内における有害捕獲を維持
していくためにも、狩猟免許取得の補助制度の創設等を視野に入れ、検討した
い。

消耗品 321

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

3,723,449円
/年

9,500,000円
/年

国・府支出金 148 148 150

A.有効的である（改善の余地がない）

被害金額が減少しているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

1,269 1,830

成果の達成状況 A.順調に推移している

拡充

令和

324 330

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

89.6%

主
な
内
訳

活動報償金 487 414 700

事　業　費（千円）Ａ 1,851 1,417 1,980 農作物被害額
10,745,000円

/年

鳥獣被害対策事業
委託料

553 267 450

事業の手段・方法
（どのように）

捕獲、殺処分

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 農作物に被害を及ぼす有害鳥獣の防除を行う。

めざす姿（目標） 有害鳥獣を捕獲し、農作物への被害を抑える。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目２神田地域を中心とした都市農業の保全

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

農作物に被害を与える有害鳥獣（イノシシ、シカ、アライグマ等）

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 32

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 鳥獣被害対策事業 財務会計上の事業名 鳥獣被害対策事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 6 2 3 担当部署名 農政課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第６節農園芸の振興

項目



年度

その他
( 基金繰入金

)

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 33

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 農業用施設管理事業 財務会計上の事業名 農業用施設管理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 6 2 4 担当部署名 農政課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第６節農園芸の振興

項目

R３年度 R４年度

項目２神田地域を中心とした都市農業の保全

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

灌漑用水ポンプ、池田井堰等の農業用施設

事業の手段・方法
（どのように）

維持管理

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 灌漑用水ポンプ、池田井堰などの適切な維持管理を行う。

めざす姿（目標） 灌漑用水ポンプ、池田井堰などの適正な維持管理により、安定した農業用水を確保する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

44.6%

主
な
内
訳

修繕料 80 1,474 4,830

事　業　費（千円）Ａ 1,245 2,727 6,503 池田井堰の修繕工事 －

委託料 85 95 115

成果の達成状況 A.順調に推移している

拡充

令和

1,158 1,200

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

光熱水費 1,081

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

完了 完了

124 1,512 4,931

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

・池田井堰における貫通部補修工事が完了したため。
・その他維持管理に係る事業についても、継続してい
るため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

1,215 1,572

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

・池田井堰については、地域の受益者が年々減少している一方、近年は急な豪雨等も多く発生するほか、施設の老朽化が進んでいる。
　特に、過去の経緯から現在市が所有者となっている池田井堰の管理については、井堰本体の老朽化による安全面の観点から、堰の起立の際の職員の立ち合い
や、増水が予想される場合の堰の倒伏への立ち合いや国への報告が必要な状況となっており、国からは、現状の方式での取水であれば、令和１３年度までに本体
の工事又は取り替えを要望されているところ。取り替えには止水等の必要もあり、その費用は、莫大となることが予想される。

・老朽施設に対する国からの資金援助（国費投入等）については、北摂の担当から大阪府及び国に対し継続的に要望書を提出しているところだが、現在のところ実
現していない。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

堰を起立している間は、昼夜、休日問わず職員の監視が必要であるが、現状は現
地に行って監視確認を行っており、負担の軽減には監視カメラの設置が最大に
重要。

施設については、例年点検を行い、地元水利組合と協
議し、使用頻度に鑑みつつ、適正な維持管理に寄与で
きているため。

24.2%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 90.0%

うち受益者負担 Ｂ

1,121

　今後も、農業用施設の適正な管理に努めていくとともに、 安定した農業用水
の供給及び事故の予防に寄与すること等を鑑み、取水方法を変更することも検
討する。



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

現在の認定農業者のうち、半数が７０歳以上で認定期間は５年間となることから、次回更新が難しい。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

認定農業者の高齢化が進んでいるため、若い認定農業者の確保が必要。

農業者の負担軽減となるため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

　今後も現状どおり補助金の交付体制については継続していく。

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

11人 8人

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

認定農業者数が増加したため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 1,000

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

補助金 0 0 1,000

事　業　費（千円）Ａ 0 0 1,000 認定農業者数 3人

事業の手段・方法
（どのように）

農業用機械、共同利用施設、直売所関連施設への費用補助

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 大阪版認定農業者による農機具の購入や、直売所の新設などを支援する。

めざす姿（目標） 農業者の育成・確保を図るとともに、農産物の安定的な供給を促進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目３後継者や新規就農者の確保・育成

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

大阪版認定農業者（大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例の規定に基づく者）

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 34

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 大阪版認定農業者支援事業 財務会計上の事業名 大阪版認定農業者支援事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 6 3 1 担当部署名 農政課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第６節農園芸の振興

項目



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　景気低迷・消費鈍化が続くなか、各々の商店・事業者は、自らの店舗の継続に必死な状況であり、団体活動を行う余裕がない状況となっている。
　また、各々の商工団体が行っていたこれまでの集客イベントは、経済活力の向上のためのカンフル剤となっていたが、昨今の消費者・生活者・観光者の意識の変
化から、イベント・催しによる集客や消費喚起は、過去と同じ手法で継続実施するのみでは効果が薄いものとなってきている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

　「官から民へ」の時代の流れから、市は支援後の団体活動については、各団体の
創意工夫に任せていたところ。しかし、一部の団体では事業の内容に変化もな
く、支援が形骸化している。また、社会情勢の変化から、これまでの手法での集
客・消費喚起が難しくなっている。
　各団体に余裕もない中で、現在の社会状況に即した、これまでにないモデル事
業を各団体に示す必要がある。

補助団体の活動がメディアに取り上げられるなど、事
業の取り組みは一定評価されているものの、補助団体
の意欲や創意工夫には、各々格差があり、一部の団体
では、事業の内容に変化がない状況が続いているた
め。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

5,268

　団体活動のための支援は継続するが、今後も団体構成員に活動余裕がない状
況が続く場合は、短期的に市が消費喚起や商工業者支援のための単発的事業を
行い、経済活力の維持を図っていく。

負担金 1,800

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

4団体 5団体

382

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

支援団体数は１団体減少したが、その要因は支援団体
の解散によるものであり、同団体は中心市街地活性化
に十分に寄与し、役割を果たしたと判断された上で解
散されたため。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

4,853 5,268

成果の達成状況 C.判断できない

その他

令和

1,800 1,800

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

92.7%

主
な
内
訳

補助金 3,426 3,426 3,426

事　業　費（千円）Ａ 5,268 5,235 5,268 支援活動団体数 5団体

消耗品費 42 9 42

事業の手段・方法
（どのように）

空き店舗を活用した活性化事業などに係る経費の一部を支援する

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 空き店舗の活用など、民間主導で行われる商業などの活性化に向けた事業を支援する。

めざす姿（目標） 中心市街地における経済活力の向上及び適正規模での都市機能の増進を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目１地域ブランドの確立

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

中心市街地活性化対策事業を行う経済団体や商店会

その他
( 補助金
返還金)

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 35

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 中心市街地活性化対策事業 財務会計上の事業名 中心市街地活性化対策事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 7 1 1 担当部署名 商工労働課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第７節商業の活性化

項目



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　景気低迷・消費鈍化が続く中、商工会議所・商店会連合会・工業振興会などの団体は、各構成員に必要とされる情報提供・共有を行うことで、その存在意義が見
直され、ここ数年で急激に存在感が高まっている状況。商工業関係者表彰については、市内の優良商工業者及び従業員を表彰することによって商工業の発展、従
業員の勤務意欲と資質の向上等を目的に昭和４６年度から事業を継続している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

　特になし。

補助金は、団体の商工業振興事業に活用されており、
市が単独で事業を行うより効率的。表彰事業は、予算
の範囲内で多くの受賞者を輩出しており、商工業者及
び従業員にとって励みになることから、商工業の振興
を推進できている。また、商工会議所との共催で、可能
な限り事業費を抑制できている。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 95.6%

うち受益者負担 Ｂ

1,772

　団体補助についての効果は、定量的な数値として把握することは困難である
ものの、会員数の増加から、団体が行う構成員の育成、相談、情報提供・共有は
必要とされていると判断できる。今後も、団体の存在・運営継続のために継続し
て補助を行う。
　商工業関係者表彰事業は、市と会議所の共催実施であるが、表彰事業に限ら
ず、市と会議所が両輪となって市内商工振興を進めている本市の特色を今後も
深めていく。

負担金 150

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

1,432人 1,320人

国・府支出金 82 72

A.有効的である（改善の余地がない）

コロナの影響を受けた事業者からの経営相談や補助金
情報の提供を契機に、会議所の存在感が高まり、会員
数は増加。店舗・事業所数は、団体解散により数値が把
握できなくなったため、根拠を統計調査に変更した。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

1,314 1,894

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

160 160

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

94.8%

主
な
内
訳

補助金 1,670 1,200 1,700 店舗・事業所数 622件

事　業　費（千円）Ａ 1,854 1,386 1,894 商工会議所会員数 1,304人

650件 630件

委員報酬 34 26 34

事業の手段・方法
（どのように）

各団体に補助金を交付するほか、池田商工会議所と共催で優良商工業者・従業員を表彰する

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 市内商工業の発展と経営の安定化を図る団体に対して、補助する。また、市内の優良商工業者と従業員を表彰する。

めざす姿（目標） 中小企業や個人事業主の経営安定を目的に、各種支援事業を通じて店舗数の増加や拡充を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目２経営の安定化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

池田商工会議所等の商工業団体のほか、市内に所在する中小企業者及びその事業所に勤務する従業員

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 36

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 商工業団体補助等事業 財務会計上の事業名
商工団体補助事業/商工関係者表
彰事業/委員報酬事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 7 2 1 担当部署名 商工労働課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第７節商業の活性化

項目



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 37

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 小規模事業者支援給付金給付事業 財務会計上の事業名 小規模事業者支援給付金給付事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 7 2 3 担当部署名 商工労働課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第７節商業の活性化

項目

R３年度 R４年度

項目２経営の安定化

　

2 ～ 令和 3 年度

事業の対象
（誰を、何を）

新型コロナウイルスの影響を受けている小規模事業者。

事業の手段・方法
（どのように）

経営に深刻な影響を受けながらも、事業継続に努める小規模事業者に対し、池田市小規模事業者支援給付金を支給する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容
新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い経営に深刻な影響を受けながらも、事業継続に努める小規模事業者に対し、池田市小規
模事業者支援給付金（法人・個人に各5万円）を支給する。

めざす姿（目標） 新型コロナウイルス感染症の影響を受けている小規模事業者の事業継続を支援する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

10.0%

主
な
内
訳

小規模事業者支援
給付金業務委託料

11,990 35,169

事　業　費（千円）Ａ 259,740 181,469 - 支給件数 -

成果の達成状況 C.判断できない

廃止

令和

146,300

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

交付金 247,750

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

法人811件
個人2,115件

-

国・府支出金 225,590 163,372

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルス感染症を契機とする経営難を支援
するべく行ったR2・R3年度のみ実施の事業であるた
め。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

18,097

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　新型コロナウイルスの影響により休業・時短営業等を余儀なくされる事業者が多かったことから、直接的な支援給付は有効・効率的であったものの、昨今、感染
症の影響は緩和傾向にあり、休業・時短営業等を行う事業者も減少傾向にある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

　特になし。

支援金の給付であり、最も直接的な支援である。事業
は市と受託者で分業し、効率的に行った。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 13.1%

うち受益者負担 Ｂ

34,150

　今後、新型コロナウイルスが再び感染拡大し、事業者に影響を及ぼした場合、
必要な支援を再検討する。



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　商業活性化補助やイベント補助については、、実行委員会等に対し補助金を交付するもので、池田市域の商業の活性化及び地域の賑わいの創出に寄与してい
る。昨今の消費者・生活者・来街者の意識の変化から、イベント・催しによる集客や消費喚起は、時期を見極めず過去と同じ手法で継続実施するのみでは効果が薄
いものとなってきており、開催方法等の創意工夫が求められる。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

　商業祭・イベントの実施後は、その後、個店の売上増加に繋がるような更なる創
意工夫が必要。
　感染症の影響及び実行委員会等の構成員の高齢化により、イベント実施が減少
している。

令和３年度の商業祭は、感染症が拡大傾向にあっても
実施できる「（令和２年度に初実施した）店舗スタンプ
ラリー」と感染症が減少傾向にあれば行える「会場店舗
設置」を併せて開催した。多くの商店が参加し、市内商
業者同士の繋がりを生む事業となっている。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

1,200

　商業祭については、感染症の影響下にあっても、創意工夫を凝らして実施継続
されている。会場設置の開催を行いつつもスタンプラリーを継続しており、ラ
リーの継続は、商業祭の参加店舗を増やし、また、各個店の宣伝にも繋がってい
る。
　商業活動活性化・イベントの補助事業を継続することで、市内商業活性化に寄
与し、また、商業者間の繋がりを産むことが期待できる。

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

12店 15店

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルス拡大の令和２年度以降、店舗の会
場設置以外の手法として、各個店を訪問するラリーを
実施。令和３年度の会場設置店舗は１２店舗であったも
のの、ラリー加盟店は179店舗もある状況。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

1,000 1,800

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

補助金 1,200 1,000 1,800 商業祭来場者数 2,500人

事　業　費（千円）Ａ 1,200 1,000 1,800 商業祭出店数 9店

2,000人 6,000人

事業の手段・方法
（どのように）

商業祭の開催に係る費用のほか、商業の活性化を目的としたイベントに対しての経費の一部を助成する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 市内の各所に多様な商圏を確立し、地域住民のニーズを満たすことをめざして、にぎわい促進イベント事業を補助する。

めざす姿（目標） 商業祭、商業活性化イベントなどの地域密着型商業を育成する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目３多様な商圏の確立

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市内商業団体

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 38

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 商業祭・商業活性化イベント補助事業 財務会計上の事業名
商業活動活性化事業/商業活性化イ
ベント事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 7 3 1 担当部署名 商工労働課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第７節商業の活性化

項目



年度

、

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　平成１２年度から、創業間もない、または新しい事業を起こそうとする中小企業や、起業家を目指す人々を支援するため、ピアまるセンター２Ｆを安価な賃料で
「企業育成室」として貸し出している。平成２７年度には「事始めアシスト池田」を立上げ、認定連携創業支援事業者（池田商工会議所、池田泉州銀行、日本政策金融
公庫）と連携し、創業支援を強化しているところ。平成３０年度にピアまるセンターの老朽化の激しい部分を改修し、令和元年度よりコワーキングスペースを新設。
本センターで、創業者等が低廉な賃料・会員料で企業育成室・コワーキングスペースを利用でき、インキュベートマネージャーから様々な有益な情報や相談を受け
ることができる環境は、資力の少ない創業者への大きな支援となり、また市内の創業促進に寄与している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

　本市の充実したさまざまな創業支援について知ってもらうために、市内外への
発信強化が課題。

創業支援事業である「事始めアシスト池田」の優遇措置
として、企業育成室の優先入居制度を導入したことで、
入居者数が安定し、結果、市内創業者の育成に繋がっ
ている。73.2%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 79.2%

うち受益者負担 Ｂ

8,362

　本市内の商工業の衰退防止・振興のため、本事業を継続し、創業者を支援して
いく。

シルバー人材セン
ター活用事業委託料

1,897

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

41件 80件

2,201 2,329 1,840

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

「事始めアシスト池田」の優遇措置として企業育成室の
優先入居制度を導入したことにより、特定創業支援の
認定件数は毎年安定しているものの、倍増とまではい
かない状況。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

4,381 5,035

成果の達成状況 B.順調に推移していない

現状維持

令和

- -

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

65.3%

主
な
内
訳

管理運営委託料 1,054 6,593 6,570

事　業　費（千円）Ａ 10,563 6,710 6,875 特定創業支援の認定件数 47件

修繕料 5,720 117 300

事業の手段・方法
（どのように）

企業育成室の入居審査会を行うほか、創業予定者等に安価で企業育成室を貸し出し、経営・技術相談や異業種間交流等のサポートを行
う

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 創業支援のため、いけだピアまるセンターの企業育成室やブースを貸し出すとともに、特定創業支援などを行う。

めざす姿（目標） 創業間もない、または新事業を起こそうとする中小企業者や、起業家をめざす方々を支援し、創業を促進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目１創業の支援

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

創業間もない、または新事業を起こそうとする中小企業者や起業家をめざす方、起業を志す者、創業者、既存事業者

その他
(ピアまるセン
ター負担金等)

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 39

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 創業促進事業
（商工業経営者等育成・いけだピアまるセンター管理）

財務会計上の事業名
商工業経営者等育成事業/いけだピ
アまるセンター管理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 8 1 1 担当部署名 商工労働課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第８節工業の振興

項目



年度

その他
(事始め奨励基

金繰入金)

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 40

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 事始め奨励事業 財務会計上の事業名 事始め奨励事業/委員報酬事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 8 1 2 担当部署名 商工労働課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第８節工業の振興

項目

R３年度 R４年度

項目１創業の支援

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市内中小企業者及び創業予定者

事業の手段・方法
（どのように）

事始め奨励大賞審査会を開催し、受賞者を顕彰し賞金を授与

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容
池田市名誉市民である安藤百福氏の寄付を基に、新技術・新製品の開発などにより産業振興に貢献する市民を顕彰するとともに、奨励
金として賞金を授与する。

めざす姿（目標） 事始め奨励大賞の応募者数及び受賞者数の増加を図ることで、新技術・新製品の開発などの事始めを促進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

0.2%

主
な
内
訳

賞賜金 1,100 500 1,600 受賞者数 0人/年

事　業　費（千円）Ａ 1,119 501 1,706 応募者数 2人/年

1人/年 2人/年

委員報酬 8 0 94

成果の達成状況 B.順調に推移していない

現状維持

令和

1 12

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

消耗品費 11

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

３人/年 5人/年

1,100 500 1,186

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

複数の応募があるものの、目標人数に達していない。
また、受賞者数も目標数に達していない。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

1 520

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　平成１４年から、本市でインスタントラーメンを発明した安藤百福氏からの寄付金を原資に本事業を実施している。募集対象が「新しい・技術・製品・サービス」と
なっており、ハードルの高さから、応募者が多く集まらない年が多い。毎年、大賞・奨励賞の受賞決定には至らないことが多いが、審査員特別賞の受賞のチャンス
は広い傾向にある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

　応募者数が少ないこと。

受賞者からも、市場から反響を得るとの感想があり、
新技術・新製品の研究開発等の創業支援には有効なた
め。また、受賞に至らなくとも、さまざまな分野に精通
する審査員から講評を受けることは、応募企業・事業
者の成長に繋がる。

30.5%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 1.7%

うち受益者負担 Ｂ

19

　新技術・新製品の開発を顕彰し、PRすることで、応募企業・事業者の成長を促
し、本市内でモデル事業を創出していくことに繋がる。こういった企業・事業者
の輩出は、間接的に市内他企業・事業者の成長も促し、本市産業振興に資する。
　また、受賞に至らなくとも、さまざまな分野に精通する審査員から応募事業の
講評を受けることは、応募企業・事業者の成長に繋がるため、今後は、応募期間
を伸長し、本事業のPR・広報をしっかりと行うことで、応募者数の増加を図る。



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　池田市中小企業融資制度を行うための金融機関への預託。平成２６年度から各金融機関の融資利用実績に対応した預託額としている。昨今の金融機関の経営
状況を鑑みると、預託金額を引き上げることも検討する必要がある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

　特になし。

預託金額・預託先金融機関数は、同事業の汎用性を高
めるもので、結果、市内中小企業者の資金繰りの一助
となっており、商工業の発展に寄与している。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

　借入条件がより優位な新型コロナウイルス感染症対応資金に申込みが集中し
ており、本市制度融資の利用は減少している。しかし、今後、感染症対応資金が
無くなることが予見されるなか、市内中小企業者の資金繰りの一助のために、
預託事業は継続実施する必要がある。
　預託事業は、金融機関にとっては金銭的な利益が少ないが、本市との繋がり
や地域貢献に魅力を感じてもらい、継続して預託先となってもらうよう関係性
の維持に努める。

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

121,000千円 110,000千円

120,000 121,000 138,000

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

預託原資金額は、増加。預託先金融機関数も維持でき
ている。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

預託金 120,000 121,000 138,000 預託先金融機関 ５行

事　業　費（千円）Ａ 120,000 121,000 138,000 預託原資金額 111,000千円

５行 ５行

事業の手段・方法
（どのように）

池田市制度融資として貸付けるための原資を、取扱金融機関に預託

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 パンフレットやチラシなどを作成し制度の周知に努めるとともに、金融機関への預託による低金利の事業資金の斡旋を行う。

めざす姿（目標） 金融機関への預託により低金利の事業資金の斡旋を行うことで、中小企業の経営の安定と、商工業の発展につなげる。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目２経営の合理化・安定化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

池田市中小企業融資制度取扱金融機関（融資対象者は、市内で６ヵ月以上同一事業を営んでいる中小企業者）

その他
(中小企業貸付
預託金収入)

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 41

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 中小企業事業資金融資預託事業 財務会計上の事業名 中小企業事業資金融資預託事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 8 2 1 担当部署名 商工労働課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第８節工業の振興

項目



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

新型コロナウイルス感染症の影響により雇用状況が悪化する等、就職希望者にとって厳しい状況が続いている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

雇用状況の悪化が長期化しており、実施事業の周知及び各種制度の利用促進が
課題である。

各分野の専門機関と協力してイベント開催を行うこと
で、効果的かつ効率的に雇用安定施策を実施できてい
る。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

99

従来の広報誌、ホームページへの記事掲載に加え、市役所ロビーを活用したパ
ネル展の開催やSNSの活用等、広報手段の充実を図る。

負担金 44

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

14人 30人

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルス感染症の影響により、対面での就
職面接会では参加者が減少したものの、オンラインを
併用して開催したセミナーでは、参加者数が増加して
いる。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

93 150

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

44 44 就職面接会（採用者数） 27人 16人 30人

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

電信料 37 38 54 就職面接会（参加者数） 107人

事　業　費（千円）Ａ 99 93 150 労働セミナー受講者数 24人

29人 80人

消耗品費 17 11 17

事業の手段・方法
（どのように）

ハローワーク・大阪府労働環境課・とよの若者サポートステーションなどと連携し、就職説明会やセミナーを開催する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 ハローワーク・大阪府総合労働事務所・とよの若者サポートステーションなどと連携し、就職説明会やセミナーを開催する。

めざす姿（目標） 就業機会の増加に努め、雇用の促進・安定を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目１雇用安定事業の促進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

就労および労働に関する様々な問題を抱える市民。

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 42

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 雇用安定事業 財務会計上の事業名 労働福祉一般事務事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 9 1 1 担当部署名 商工労働課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第９節労働者施策の推進

項目



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 43

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 シルバー人材センター補助事業 財務会計上の事業名 シルバー人材センター補助事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 9 1 2 担当部署名 商工労働課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第９節労働者施策の推進

項目

R３年度 R４年度

項目１雇用安定事業の促進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

おおむね60歳以上の市民を会員とする公益社団法人池田市シルバー人材センター

事業の手段・方法
（どのように）

高齢者に就職機会を提供（斡旋）するシルバー人材センターの運営を助成し、高齢者に就業の機会を提供する

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 円滑な運営を促進するため、公益社団法人池田市シルバー人材センターに対して、補助金を交付する。

めざす姿（目標） 高齢者の能力活用により、活力ある地域社会づくりを推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

100.0%

主
な
内
訳

補助金 29,500 29,000 29,000 就業件数 2,668件

事　業　費（千円）Ａ 29,500 29,000 29,000 会員数 682人

2,451件 2,700件

成果の達成状況 B.順調に推移していない

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R３年度）
目標値

（R４年度）

639人 770人

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルスの影響による労働者派遣件数の減
少のほか、会員数についても、民間企業の定年延長制
度等の導入を背景とした新規加入者の減少が見られ
る。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

29,000 29,000

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

再任用制度や定年延長制度の導入に伴い、６５～７０歳以上の新規会員が増えており、会員の平均年齢のさらなる高齢化が進行するものと推察される。
一方で、民間事業者では高齢者雇用の推進による雇用環境の多様化が図られており、同センターを経由せず直接雇用を行うケースの増加が想定される。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

特になし。

高齢者に就業機会を提供することに特化している同セ
ンターの運営を助成することで、効果的かつ効率的に
高齢者の能力を活用した活力ある地域社会づくりに寄
与している。100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

29,500

今後も、公益社団法人池田市シルバー人材センターへの補助を通じて、高齢者
の能力活用と、活力ある地域社会づくりを推進するため、事業については現状
維持とする。



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 44

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 地域就労支援事業 財務会計上の事業名
地域就労支援事業/臨時的人件費
事業/旅費事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 9 2 1 担当部署名 商工労働課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第９節労働者施策の推進

項目

R３年度 R４年度

項目２就労困難者の就労支援の充実

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

中高年齢者、若年者、障がい者、ひとり親家庭の親等就職を妨げる様々な要因を抱える市民

事業の手段・方法
（どのように）

しごと相談・支援センターにおいて就労・雇用に関する相談や関係機関との連絡･調整などを行うことにより就労の支援を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 しごと相談・支援センターを運営し、就労支援コーディネーターによる相談、制度周知などを実施する。

めざす姿（目標） 障がい者、母子家庭の母親、中高年齢者など、働く意欲がありながら就労できない市民に対して、雇用・就労支援を促進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

91.3%

主
な
内
訳

賃金/非常勤職員報酬 746 986 1,006

事　業　費（千円）Ａ 933 1,151 1,649 就労相談 4件

電信料 66 65 70

成果の達成状況 B.順調に推移していない

現状維持

令和

75 18

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

インターネット使用料 75

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

4件 10件

国・府支出金 112 100 119

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルス感染症の影響により民間の雇用情
勢が悪化している中、相談件数の増加にはつながって
いないため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

1,051 1,530

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

新型コロナウイルス感染症の影響により民間の雇用情勢が悪化している中、相談件数の増加にはつながっていない。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

同センターの周知方法について検討が必要。

地域就労支援コーディネーター及び社会保険労務士の
資格を持つ相談員を任用し、効果的かつ効率的に相談
できる環境を提供している。

92.8%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 88.0%

うち受益者負担 Ｂ

821

同センターの周知および活用を促すため、ポスターの掲示及びパンフレットの配
布など、周知を徹底する。



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

中小企業に対する改正労働施策総合推進法（パワハラ法）の施行、育児・介護休業法及び女性活躍推進法の改正等、労働環境改善のための法改正が行われ、働き
方改革が一層注目されている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

特になし。

池田商工会議所へのアウトソーシングによるサービス
の充実、事務手続きの簡略化に寄与している。労働相
談は、社会保険労務士による専門的な相談環境を提供
している。100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

5,500

市内事業所で働く従業員の労働環境改善のため、池田市勤労者互助会への運
営補助を継続する。

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

77か所 80か所

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

勤労者互助会会員数について、大口事業所の脱会によ
り減少しているものの、新規加入により事業所数は微
増。労働相談件数は例年同程度に推移している。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

5,500 5,500

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

相談件数 26件 29件 30件

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

補助金 5,500 5,500 5,500 会員数 810人

事　業　費（千円）Ａ 5,500 5,500 5,500 事業所数 76か所

662人 820人

事業の手段・方法
（どのように）

中小零細事業所で勤務する人の福祉共済事業を実施する勤労者互助会の運営費補助を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 しごと相談・支援センターでの労働相談や勤労者互助会の会員数増加のための広報、運営補助を行う。

めざす姿（目標） 労働相談を充実させるとともに、勤労者互助会の事業所数・会員数の増加を促し、働きやすい環境をつくる。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目３働く者の権利擁護の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市内中小事業所及び商店に勤務する事業主、従業員、及び市外に勤務する市民

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 45

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 勤労者施策推進事業 財務会計上の事業名 勤労者互助会補助事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 9 3 1 担当部署名 商工労働課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第９節労働者施策の推進

項目



年度

その他
(  雑入/ 繰入

金)

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 46

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名
観光促進事業
（観光協会活動助成・公衆無線LAN運用）

財務会計上の事業名
観光促進事業/公衆無線LAN整備
推進事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 10 1 1 担当部署名 空港・観光課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第１０節観光の振興

項目

R３年度 R４年度

項目１魅力ある観光ルートの創設

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民・市外観光客

事業の手段・方法
（どのように）

観光回遊ツアーの実施、ホームページの管理・運営、市内外でのイベント実施など

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 G20や大規模スポーツイベント、大阪・関西万博などが開かれることを見越し体験コンテンツの造成や、多言語化などに注力していく。

めざす姿（目標）
WI-FI環境整備により観光客の満足度向上を図るとともに、観光促進事業の推進などにより、主要観光施設の観光客数を引き上げ
る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

53.3%

主
な
内
訳

補助金 3,600 8,100 8,100

事　業　費（千円）Ａ 4,069 8,564 8,567 観光客数
1,674,611人

/年

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

令和

464 467

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

インターネット使用料 469

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

６６６,６９５人
/年

1,790,000人
/年

804 4,000 4,000

国・府支出金

B.改善の余地がある

新型コロナウイルス感染症の影響により国内外ともに
観光客の減少、及び市内観光施設の休館を余儀なくさ
れたことがあり、令和３年度における観光客数の数値
は単純比較できないため。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

4,564 4,567

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

令和２年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症によって市内観光施設が休業・休館するなどの影響があった。
本市観光協会において新たな旅のスタイルとしてワーケーションの推進事業へ着手し、HPの作成やワーケーションプログラムの作成等を進めている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

ワーケーションプログラムの造成及び周知。

２０２５年開催の大阪・関西万博に向け、これまで以上
に多言語化等による市域への観光客の誘致を行う必
要があるため。

53.3%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 80.2%

うち受益者負担 Ｂ

3,265

引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大に留意しながら、新たな旅のスタイル
であるワーケーションの環境整備を行うとともに市内外へ発信していく。



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

新型コロナウイルス感染症拡大による緊急事態宣言の発令に伴い、臨時休業を余儀なくされるなど、依然として先行きが不透明である。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

今後、新型コロナウイルス感染症の収束へ向けてより有効な施策の展開を行って
いく必要がある。

大阪池田ゲストインフォメーションの利用者に対して、
本市のPRを実施しているが、その後の市内回遊につ
いては把握できていないため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

6,360

今後も効果的な運営を念頭に置き、ゲストインフォメーションを起点として回遊
推進事業に取り組んでいく。

シルバーセンター活
用事業委託料

2,997

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

12,709人/年 62,000人/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルス感染症拡大による緊急事態宣言の
発令に伴う臨時休業を行った影響により来場者数が減
少しているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

10,442 10,442

成果の達成状況 B.順調に推移していない

現状維持

令和

- -

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

回遊推進事業委託料 895 8,000 8,000

事　業　費（千円）Ａ 6,360 10,442 10,442 来場者数 60,000人/年

使用料及び賃借料 2,112 2,112 2,112

事業の手段・方法
（どのように）

ゲストインフォメーションセンターを運営し、回遊を促進

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 まちづくり・観光マネジメント組織及びゲストインフォメーションセンターを運営する。

めざす姿（目標）
ゲストインフォメーションセンターの運営を通じて、来場者にコンパクトシティ池田の魅力を発信し、池田駅周辺エリアの回遊性を高め
る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目１魅力ある観光ルートの創設

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

本市への来訪者

その他 (              )

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 47

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 池田駅周辺エリア回遊推進事業 財務会計上の事業名 池田駅周辺エリア回遊推進事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 10 1 2 担当部署名 空港・観光課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第１０節観光の振興

項目



年度

その他 (繰入金)

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 48

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 観光イベント事業 財務会計上の事業名
池田市民カーニバル開催事業　他１
２事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 10 2 1 担当部署名 空港・観光課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第１０節観光の振興

項目

R３年度 R４年度

項目２伝統行事やイベントの充実・支援

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民並びに市外観光客

事業の手段・方法
（どのように）

各種イベントを通じて参加

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容
猪名川花火大会・池田市民カーニバル・がんがら火まつり・花菖蒲まつり・ボタフェス・地域行事などの活動について、市民参加型イベン
トの協力、支援を行う。

めざす姿（目標） 安全・安心を第一にしつつ、各種イベントの来場者数が増えるようイベントの宣伝、PRを行う。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

97.3%

主
な
内
訳

報償金 0 0 1,238 事故件数 0件/年

事　業　費（千円）Ａ 8,643 13,467 15,785 来場者数 188,500人/年

１件/年 0件/年

負担金 1,665 12,750 12,250

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

令和

687 5,447

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

補助金 6,485

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

70,228人/年 200,000人/年

1,724 368

国・府支出金

B.改善の余地がある

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、各種イベント
が中止となったため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

13,099 15,785

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

新型コロナウイルス感染症の影響により各種イベントが中止されている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

・新型コロナウイルス感染症の収束が望まれる。
・協賛金の減少により、自足できない事業が増えていることから、補助金や負担
金増も予測されるため、財政的な事情でも見直しが必要である。

毎年、同じイベントを実施する中でも、参加する人や関
わる団体などが変われば、新たな問題が発生するため
常に改善の余地があるものと認識しているため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 80.1%

うち受益者負担 Ｂ

6,919

イベントの開催については国・府の基準に注視しながら、感染症対策を万全に
し、関係団体等とともに進めていく。



年度

その他 (雑入)

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 49

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 広域観光推進事業 財務会計上の事業名 広域観光推進事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 10 3 1 担当部署名 空港・観光課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第１０節観光の振興

項目

R３年度 R４年度

項目３広域観光事業の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民・市外観光客

事業の手段・方法
（どのように）

池田市・豊中市・豊能町・能勢町の２市２町で構成している豊能地区観光連携連絡会において、情報交換をし広域的に事業連携を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 豊能地区の自治体や各種団体と連携しながら、イベントや事業を実施する。

めざす姿（目標） 豊能地区の自治体が把握している現状・課題・良策を活用しながら、広域観光を推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度

100.0%

主
な
内
訳

負担金 180 180 180 ツアー実施数 2回/年

事　業　費（千円）Ａ 180 180 180 イベント実施数 0回/年

0回/年 2回/年

成果の達成状況 C.判断できない

その他

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R３年度）
目標値

（R４年度）

0回/年 1回/年

89

国・府支出金

C.有効的でない（抜本的な見直しが必要）

イベント開催や事業をし広域観光を推進する「豊能地
区広域観光推進協議会」が令和２年度に解散した後、
構成された負担金を伴わない「豊能地区観光連携連絡
会」は、イベントや事業の実施を目的としないため。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

180 180

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

イベント開催や事業を通して広域観光を推進する「豊能地区広域観光推進協議会」が令和２年度に解散した。
その後、負担金を伴わない「豊能地区観光連携連絡会」が構成され、情報共有を目的とする組織であるが、新型コロナウイルス感染症の影響により連絡会の開催
ができていないものの、令和３年度には「観光における課題」「今後の取り組み」についてオンラインにて調査を行い、２市２町間で情報共有を行った。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

新型コロナウイルス感染症の影響により連絡会が開催できていないこと。

事業内容の「イベントや事業の実施」について、それを
目的とする組織が解散してしまったため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 50.6%

うち受益者負担 Ｂ

91

２市２町間で情報共有を行い、本市観光行政において情報を有益に活用してい
く必要がある。



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

新型コロナウイルス感染症の影響により休業を余儀なくされた。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

目標売上額は達成したものの、新型コロナウイルス感染症の影響により来場者数
は減少していることなどから、今後、アフターコロナを見据えた事業を展開してい
く必要がある。

目標売上額を達成しているため。

84.1%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 88.7%

うち受益者負担 Ｂ

1,862

今後も引き続き、池田市の魅力を観光客の方へPRしていく。

管理運営委託料 2,037

実績
（R３年度）

目標値
（R４年度）

７,３６０人/年 53,000人/年

238 533 566

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルス感染症の影響により休業するなど
の影響により来場者数・アクセス数の減少はあるもの
の、売上額は目標達成できているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

3,030 2,998

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

3,500 3,500 売上高
2,000,000円/

年
４,０２０,260円/

年
3,150,000円/

年

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

85.0%

主
な
内
訳

警備委託料 63 63 64 WEBサイトアクセス数 371,322回/年

事　業　費（千円）Ａ 2,100 3,563 3,564 来場者数 46,000人/年

303,467回/年 413,000回/年

事業の手段・方法
（どのように）

観光案内や物産の販売などを行う観光案内所を運営する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容
観光案内所の適切な管理運営を行うとともに、池田市ならではの土産物やチキンラーメンにまつわる食事を提供し、インスタントラーメ
ン発祥の地としてのPRを行う。

めざす姿（目標） 客層に応じたプランの提案や物販で得た資金をもととした事業提案を行えるようにする。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ２年度 R３年度 R４年度

項目４観光ＰＲの強化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

観光案内所

その他 （使用料)

行政評価シート(令和3年度実施事業) NO. 50

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 観光案内所管理運営事業 財務会計上の事業名 観光案内所管理運営事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 1 10 4 1 担当部署名 空港・観光課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第１０節観光の振興

項目


